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Ⅰ　はじめに
　平成18年12月に改正された教育基本法、平成19年度６月に一部改正され
た学校教育法を踏まえ、平成20年１月に、中央教育審議会より、「幼稚園、
小学校、中学校、高等学校および特別支援学校の学習指導要領等の改善に
ついて」に係る答申が出された。平成23年度には小学校、24年度には中学
校において、学習指導要領が全面実施となる。
　学校の教育活動の目途は、児童生徒に「生きる力」を育むことをめざし、
創意工夫を生かした特色ある教育活動を展開する中で、基礎的・基本的な
知識および技能を確実に習得させ、これらを活用して課題を解決するため
に必要な思考力、判断力、表現力その他の能力をバランスよく育むととも
に、主体的に学習に取り組む態度を養い、個性を生かす教育の充実に努め
ることにあるとされる。また、道徳教育や体育などの充実により豊かな心
や健やかな体を育成することも重ねて求められている。その具現化に向け、
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前掲の答申には、教育内容の主な改善点として、「言語活動の充実」「理数
教育の充実」「伝統や文化に関する教育の充実」「道徳教育の充実」「体験活
動の充実」「外国語教育の充実」が掲げられている。
　本稿においては、「言語活動の充実」の観点から教育課程の編成について
概観し、教育課程を円滑に機能させる上での課題と方向性に視点をあて、
論究していくこととする。
Ⅱ　教育課程編成の前提となるもの
　関する法令に従い、児童児童・生徒の人間としての調和のとれた育成を
目指し、各教科、道徳、特別活動及び総合的な学習の時間についてそれぞ
れの目標やねらいを実現するよう、教育の内容を学年に応じ、授業時数と
の関連において総合的に組織した各学校の教育計画が「教育課程」であ
る。（１）その管理モデルを、次ページに示す。
　前述の学習指導要領に係る答申の原点ともなる、平成17年10月26日の中
央教育審議会答申「新しい時代の義務教育を創造する」では、（２）教育内
容の改善　の末尾において、義務教育の在り方について次のように記して
いる。
義務教育においては、教育の機会均等や一定の水準確保が損なわれた
り、無償制が損なわれたりすることは許されない。公立義務教育諸学
校は、子どもたちが成長発達していく上で必須不可欠な学力、体力、
道徳性を育成する責任を負っている。関係者はこのことをしっかりと
自覚し、基礎・基本の確実な定着、家庭と連携した学習習慣の確立な
どに取り組む必要がある。（下線は、引用者による・以下同じ）
　ここでは、教育課程の基準である学習指導要領の目指す義務教育の根幹
について押さえておきたい。この答申を具現化する、平成２０年の「幼稚
園、小学校、中学校、高等学校および特別支援学校の学習指導要領等の改
善について」に係る答申（前掲）では、学習指導要領の基準性について次
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のように言及している。（２）
これまで述べてきたとおり、学習指導要領は、全国的な教育の機会均
等や教育水準の維持・向上のために、すべての子どもに対して指導す
べき内容を示す基準であり、具体的には、各教科等の目標や大まかな
内容を定めている。
　この文言からも、教育の機会均等や一定の水準確保と向上という、義務
教育の不易な部分を見て取ることができる。
　続いて、義務教育の目途とするところであるが、平成19年度６月に一部
改正された学校教育法に、「規範意識、公共の精神に基づき主体的に社会の
形成に参画する態度」「生命及び自然を尊重する精神、環境の保全に寄与す
る態度」「伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛
する態度」「他国を尊重し国際社会の平和と発展に寄与する態度」といった
内容が初めて具体的に示された。さらに、
前項の場合においては、生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、
基礎的な知識及び技能を習得させるとともに、これらを活用して課題
を解決するために必要な思考力、判断力、表現力その他の能力をはぐ
くみ、主体的に学習に取り組む態度を養うことに意を用いなければな
らない。（学校教育法　第３０条２）
とし、この記述において、戦後揺れ動いてきた学力観に改めてふれ、「学力
の定義（要素）」を次のように明確にした。
　　・　基礎的な知識及び技能の習得
　　・　知識・技能を活用して課題を解決するために必要な思考力・判断
　　　　力・表現力等
　　・　学習意欲
　計測可能な量的な捉えとともに、計測の難しい質的な捉えをも含んだ力
が「学力」であると言うのである。
　さて、今回の改訂でも押さえられている「生きる力」の三要素は、確か
な学力・豊かな心・健やかな体である。教育課程の基準の改定のたびに、
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教育の主人公であるべき「学習者」を取り巻く環境は大きく変化してい
る。教育の機会均等や一定の水準確保という義務教育の不易なる部分をお
さえ、また、学力の要素を踏まえながら、「生きる力」の育成を目指すこと
を前提とする教育課程の管理（編成・実施・評価）が求められている。
Ⅲ　教育課程の編成にむけて
　本章では、教育課程の在り方について、「言語活動の充実」の観点から考
察する。
（１）言語活動の充実がうたわれるに至るまでの経緯
　言語活動から教育課程を俯瞰するといった視点は、遡って平成16年２月
３日の文化審議会答申「これからの時代に求められる国語力について」に
見ることができる。（３）
〈国語教育を中核に据えた学校教育を〉
学校教育においては、国語科はもとより、各教科その他の教育活動の
中で、適切かつ効果的な国語の教育が行われる必要がある。すなわ
ち、国語の教育を学校教育の中核に据えて、全教育課程を編成するこ
とが重要と考えられる。その際には、国語科で行うべきことと他教科
で行うべきこととを相互の関係を踏まえて整理していくこと、学習の
進度についても様々な子供たちが存在しているという現実を踏まえる
こと、学習の目的を明確にした上で子供たちの意欲を喚起させるよう
な在り方を考えることが必要である。
〈国語科以外の教科でも国語力の育成を〉
国語力の育成を直接担うのは国語科の役割である。したがって、国語
科で国語力の基礎を確実に身に付けさせて、他教科でも応用できるよ
うにすることが大切である。しかし、国語力は、算数でも理科でもす
べての教科の中で養われるものであり、国語科の枠を超えて国語力の
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育成を考えることが必要である。例えば、社会科や理科でレポートを
書いたり、調べたことを発表することは国語力の育成に大切なことで
ある。さらに、学校教育の全体を通じて、言語環境を整え、あいさつ
や敬意表現など「生活に密着した言葉」を身に付けさせることも配慮
すべきである。
〈『他教科との連携』と『教員の国語力向上』〉
…また、子供たちの国語力を向上させるためには国語科の教員だけで
なく、すべての教員が自らの国語力を高める必要があり、国語力に着
目した現職教員の研修等の一層の充実を図ることが大切である。この
ことは、各大学における教員養成や地方公共団体等位おける教員採用
の段階においても十分に配慮されることが望まれる。
　一つには、国語科を中核とした横断的な学習と教育課程編成、二つには、
教科・領域を越えて生活の場までを包括した国語指導、三つには、教員の
資質向上が示されている。いずれも国語力を身に付けるための方策である
が、今唱えられている「言語活動の充実」への推進力となったことは確か
である。
　続いて、言語活動の充実がうたわれた背景を概観する。再度、平成20年
１月の中央教育審議会答申に依ってみる。学力に関する各種の調査結果に
ふれた後、次のように述べている。
今回の改訂においては、各学校で子どもたちの思考力・判断力・表現
力を確実にはぐくむために、まず、各教科の指導の中で、基礎的・基
本的な知識・技能の習得とともに、観察・実験やレポートの作成、論
述といったそれぞれの教科の知識・技能を活用する学習活動を充実さ
せることを重視する必要がある。各教科におけるこのような取組が
あってこそ総合的な学習の時間における教科等を横断した課題解決的
な学習や探究的な活動も充実するし、各教科の知識・技能のな定着に
も結び付く。このように、各教科での習得や活用と総合的な学習の時
間を中心とした探究は、決して一つの方向に進むだけではなく、例え
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ば、知識・技能の活用や探究がその習得を促進するなど、相互に関連
しあって力を伸ばしていくものである。（４）
　ここでは、思考力・判断力・表現力を確実にはぐくむために、「基礎的・
基本的な知識・技能の習得」「知識・技能を活用する学習活動」「総合的な
学習の時間における教科等を横断した課題解決的な学習や探究的な活動」
を相互に関連させて展開していくことの重要性について説いている。続い
て、平成23年度から全面実施される小学校学習指導要領総則に目を向ける。
各教科の指導に当たっては、児童の思考力、判断力、表現力等を育む
観点から、基礎的・基本的な知識及び技能の活用を図る学習活動を重
視するとともに、言語に対する関心や理解を深め、言語に関する能力
の育成を図る上で必要な言語環境を整え、児童の言語活動を充実する
こと。（５）
と記述され、思考力・判断力・表現力を確実にはぐくむための、「基礎的・
基本的な知識・技能の習得」「知識・技能を活用する学習活動」「総合的な
学習の時間における教科等を横断した課題解決的な学習や探究的な活動」
を言語活動の視点から見直すことを示唆している。そこには小学校学習指
導要領解説総則にも述べられているように、思考・判断・表現すべてが言
語によって行われる活動であること、その基盤となるのが言語能力である
こととの押さえがある。（６）また、言語がコミュニケーションや感性・情緒
の基盤であることも述べられている。これは、前掲の文化審議会答申「こ
れからの時代に求められる国語力について」における国語力の捉え、すな
わち、「情緒力」「論理的思考力」、そして、二つの力を支えている「語彙
力」に依るところであろう。
　以上に鑑みるとき、言語活動の充実がうたわれた背景を次のようにまと
めることができる。
　・　ＰＩＳＡなど学力に関する各種の調査結果分析による
　・　思考力・判断力・表現力を確実にはぐくむ、習得、活用、探究の指
　　　導過程による
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　・　その活動のすべてが言語によって行われる活動であることによる
　・　言語がコミュニケーションや感性・情緒の基盤であることによる
（２）「言語活動の充実」の視点から編成する教育課程
　これまでの考察から、言語活動とは、「あるねらいに向けて言語と体験と
が結びつく営み」であると言うことができる。ここでは、教育課程の編成
に当たり、「言語活動の充実」という横串を通す上での課題と方向性とを、
具体例を交え、明らかにする。
　①　教科・領域における言語活動の構築
　先の中央教育審議会答申から、いくつかの教科の言語活動に係る記述を
あげる。（７）
●社会、地理歴史、公民　
…コンピュータなどを活用しながら、地図や統計などを各種の資料か
ら必要な情報を集めて読み取ること、社会的事象の意味、意義を解釈
すること、事象の特色や事象間の関連を説明すること、自分の考えを
論述することを一層重視する方向で改善を図る。
小学校では、「情報を読み取り、的確に記録すること」「比較・関連付
け・総合しながら再構成する学習や考えたことを自分の言葉でまとめ
伝え合う」　
●算数、数学
自分の考えを分かりやすく説明したり、互いに自分の考えを表現した
り伝えあったりすることなどの指導を充実する。
小・中とも、「自分なりに説明することを重視する」
●理科
科学的な概念を使用して考えたり、説明したりする学習活動
●音楽・芸術
鑑賞活動　根拠をもって自分なりに批評することのできるような力の
育成を図るようにする　　
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●図画工作・美術
自分の思いを語り合ったり、自分の価値意識をもって批評し合ったり
する…　
　いずれも、言語と体験とを結びつける活動である。それぞれが、学習指
導要領の内容（指導計画の作成に当たって）に具体化されていく。教育課
程編成における各教科・領域の指導計画作成に当たって、言語活動を取り
入れていく「ものさし」は、同じく中央教育審議会答申の中に見いだすこ
とができる。思考力・判断力・表現力等の育成に向けて、次のような学習
活動が提示されている。（８）
　　・　体験から感じ取ったことを表現する
　　・　事実を正確に理解し伝達する
　　・　概念・法則・意図などを解釈し、説明したり活用したりする
　　・　情報を分析・評価し、論述する
　　・　課題について、構想を立てて実践し、評価・改善する　
　　・　互いの考えを伝え合い、自らの考えや集団の考えを発展させる
　いずれの学習活動にも、生きて働く言語の機能（伝達・認識・思考・想
像・創造・コントロール）が介在する。さらに音楽における鑑賞指導など
における、「感性・情緒」の視点を加えれば、各教科・領域において、その
特性をいかした言語活動を生み出す「ものさし」となる。　
　なお、国語科以外の教科・領域においては、その目的を達成するための
方策として、言語活動が取り入れられていることを改めて押さえておく。
あくまでも主体は教科・領域であり、言語活動は従である。「国語で国語を
学ぶ」といった二重構造をもつ特性から、言語活動の中で「言葉の力」が
自ずと育つのである。ここでも、言語活動の充実に向ける教職員の意識は、
成否の鍵となる。
　②　教育活動全般における言語活動の構築
　同じく中央教育審議会答申には、言語活動における学習活動を支える条
件として、次の三点が挙げられている。（９）
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◦第一は、語彙を豊かにし、各教科等の知識・技能を活用する学習活
動を各教科で行うに当たっては、教科書において、このような学習
に子どもたちが積極的に取り組み、言語に関する能力を高めていく
ための工夫が凝らされることが不可欠である。…
◦第二に、読書活動の推進である。言語に関する能力を育むに当たっ
ては、読書活動が不可欠である。…各教科において、発達の段階を
踏まえた指導のねらいを明確にし、読書活動を推進することが重要
である。もちろん、読書習慣の確立に当たっては家庭の役割が大き
い。学校、家庭、地域を通じた読書活動の一層の充実が必要である。
◦第三は、学校図書館の活用や学校における言語環境の整備の重要性
である。
　この内容を具現化する手だてをいくつか掲げる。
　ア　日々の教育活動を言語能力のふるいにかける
　朝の読書活動、スピーチなど、帯で行われる言語活動は、次第に定着し
つつある。さらに、毎日の日課・学校行事に言語活動を取り入れる。例え
ば、全校集会では「聞く」活動、委員会活動では意見を「書く」活動、職
業体験学習での「聞く・話す」活動、情報処理の学習での「書く」活動な
ど、児童生徒の実態に従って工夫できる。その積み重ねが、児童生徒への
意識付けとなって現れ、毎日の生活に還元されていく。
　イ　沢山の良い言葉に触れる
　社会人講師の活用（方言との出会い・語り聞かせ）、文化芸術とのふれ
あい、総合的な学習の時間を活用した美しいことばとの出会い、新聞記事
（投書や随筆）を活用しての学習など、意図的な活動を取り入れる。
　ウ　常に開いた学校図書館づくり
　本があって人がいて、学校図書館は活性化する。平成15年度から、12学
級をこえる学校には、学校図書館司書教諭が置かれたが、専任ではない。
教育課程と図書館教育とをつなぐ（教科との連携を図り、教育課程に位置
づける）だけでも一仕事である。３Ｋ（北にあり暗い、キーがかかってい
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る、活用されていない）から図書館を解放する「人（専任）」の配置は、行
政の仕事である。しかし、「生きる力」を支える読書力の育成には、学校を
挙げて力を注ぎたい。
　エ　言語環境の整備
　例えば、掲示教育。その価値は、新しい情報の提供とともに、人として
あるべき姿をめざす道徳観、教育観の提示と浸透にある。掲示そのものが
「画餅」とならぬためには、掲示に用いられる「ことば」の働きにも目を向
けて、機能（はたらき）という面からおさえておくことが肝要である。
＊注意を喚起する機能：時機と場を捉えて（危険箇所の明示など）
＊行動・思考を促す機能：善き判断から積極的行動へ（呼びかけなど）
＊行動・思考を制御する機能：善き判断から制御行動へ（土足の厳禁など）
　③　教育課程を機能させる教職員の意識啓発
　教育課程の実施に当たり、「学習者」の実態を勘案しながら進めるのは
「指導者」であり、具現化するのも、また、「指導者」である。「指導者」す
なわち「教職員」が教育課程の編成に参画し、自己を育てる場としてポジ
ティブに捉え直すことが肝要である。「言語活動の充実」の観点からも同
様のことがいえる。学校生活の場は、学校目標などの啓発資料・生徒の作
品・学級活動の掲示など、沢山の言葉で溢れている。一つ一つの言葉に立
ち止まり、「おかしいな」「もっとこうすれば分かりやすいのに」「もっとこ
う言えば心が通じるのに」などと反応できる人的言語環境をつくり上げた
い。「この文章おかしくないか、読んでもらえないかな。」と、互いに刺激
し合い言葉を交わし合う姿勢づくりが大切である。
　　
Ⅴ　終わりに
　以上、「言語活動の充実」の視点から編成する教育課程について概観し
た。縷々述べてきた内容を構造化したものが406ページの図Ⅰである。
　本論考では、はじめに、教育課程編成に当たって依って立つ、義務教育
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の在り方と目途、学力観を確認した。続いて、「言語活動の充実」に視点を
移し、これまでの経緯について考察した。改善点が求められたのは、
　◦　ＰＩＳＡなど学力に関する各種の調査結果分析による
　◦　思考力・判断力・表現力を確実にはぐくむ、習得、活用、探究の指
　　　導過程による
　◦　その活動のすべてが言語によって行われる活動であることによる
　◦　言語がコミュニケーションや感性・情緒の基盤であることによる
といった背景によるものであることが明らかとなった。さらに、具体的に、
実際の教育課程編成に目を向け、教科・領域においてその特性をいかした
言語活動を生み出す「ものさし」について言及した。それは、次の七点で
ある。
　◦　体験から感じ取ったことを表現する
　◦　事実を正確に理解し伝達する
　◦　概念・法則・意図などを解釈し、説明したり活用したりする
　◦　情報を分析・評価し、論述する
　◦　課題について、構想を立てて実践し、評価・改善する　
　◦　互いの考えを伝え合い、自らの考えや集団の考えを発展させる
　◦「感性・情緒」の視点から展開する
　終わりに、学校現場を想定して、教育活動全般における言語活動の構築
について触れた。
　原点に戻る。法令及び学習指導要領に基づいて、各校が当面する教育課
題の解決を目指して学校教育目標が設定される。その具現化に向け、「学校
教育目標の設定」「指導内容の組織化」「授業時数の配分」等が編成の途上
でなされる。今回、中教審答申に掲げられた教育内容の主な改善点は六点
である。学校現場では、「言語活動の充実」「理数教育の充実」「伝統や文化
に関する教育の充実」「道徳教育の充実」「体験活動の充実」「外国語教育の
充実」、それぞれの横串を通した教育課程を編成しなければならない。教
育課程の基準の改定のたびに、教育の主人公であるべき「学習者」を取り
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巻く環境は大きく変化している。その変容に対処する改善点なのであろう
が、「言語活動の充実」という視点だけから見ても、求められる研究の幅は
広く、内容は深い。教育課程の編成は、教育の機会均等や一定の水準確保
という不易の部分を前提として、「生きる力」の育成を目指して行われるも
のである。前年度の学校評価の結果とともに、「学習者」の実態を勘案しな
がら教育課程の編成を進めるのは「指導者」であり、具現化するのも、ま
た、「指導者」である。前にも述べたが「指導者」すなわち「教職員」自身
が編成に参画し、自己を育てる場としてポジティブに捉え直し、各自の特
性に応じて寄与していくことが求められているのである。その牽引者とな
る管理職の責務は重い。
　今後求めていく課題として次の点が挙げられる。
　① 教育現場における教育課程編成の具体を踏まえ、考究していくこと。
　② 言語活動の充実による児童生徒の変容について考究していくこと。
　以上については、稿を改めて論ずることとする。
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注
（１）生野金三・豊澤弘伸・北村好史『教育課程の創造と展開』　学教図書出版会　平成16年４
月 Ｐ.27
教育課程編成に向けて準ずるべき法令は次の通りである。
　①　教育基本法　　第１条　教育の目的
　②　学校教育法　第２１条　義務教育の目標
　　　　　　　　　第３３条　文部科学大臣が教育課程の基準を定めること
　③　学校教育法施行規則　第５０条　教育課程の編成
　　　　　　　　　　　　　第５１条　總授業時数
　　　　　　　　　　　　　第５２条　教育課程の基準　学習指導要領による
（２）「幼稚園、小学校、中学校、高等学校および特別支援学校の学習指導要領等の改善につい
て　６　教育課程の基本的な枠組み　（５）教育課程編成・実施に関する各学校の責任と
現場主義の重視」　平成20年１月　中央教育審議会答申
（３）「これからの時代に求められる国語力について」Ⅱ．これからの時代に求められる国語力
を身に付けるための方策について
　　 第１　国語力を身につけるための国語教育の在り方
　　 ２　学校における国語教育
　　 （１）〜（３）　文化審議会答申　平成16年２月３日
（４）「幼稚園、小学校、中学校、高等学校および特別支援学校の学習指導要領の改善について」
前掲書「５　学習指導要領改訂の基本的な考え方　（４）思考力・判断力・表現力等の育成」
（５）小学校学習指導要領　「第１章　総則　第４　指導計画の作成に当たって配慮すべき事項
２（１）」
（６）小学校学習指導要領解説総則 「第５節　教育課程実施上の配慮事項
　　 １　児童の言語環境の整備と言語活動の充実」
（７）「幼稚園、小学校、中学校、高等学校および特別支援学校の学習指導要領の改善について」
前掲書「８　各教科・科目等の内容　改善の観点として」
（８）同上書「５　学習指導要領改訂の基本的な考え方　（４）思考力・判断力・表現力等の育成」
（９）同上書「７　教育内容に関する主な改善事項　（１）言語活動の充実」
